
 

 

 

 

 

 

 

 
Tax Analysis
 

建築、金融などの業界におけ

る増値税改革に関する事項の

更なる明確化 
 

財政部、国家税務総局は 2017年 7月 11日に財税[2017]58号通達（以下、

「58号通達」）1を公布し、建築、金融などの業界における営改増（以下、

「増値税改革」）に関する事項、及び増値税改革後の合算納税、農地流動化な

どについて更なる明確化を行った。58号通達における金融機関の手形割引・

再割引に関する規定は 2018年 1月 1日から施行され、その他の規定は 2017

年 7月 1日から施行される。 

 

建築業界 

 

1. 簡易課税方式の適用対象となる建築工事 

 

58号通達の規定により、建築工事の元請企業が建物の地盤工事、基礎工事、

主体構造工事に関するサービスを提供する際、鋼材・コンクリート・構造部

材・プレキャスト部材の全部又は一部を自己調達する場合、簡易課税方式を適

用する。 

 

58号通達でいう上述の状況は、従来の規定を照らし合わせて見ると「甲工

事」（即ち全部又は一部の設備、部材、動力は元請企業による自己調達である

建築工事）方式で提供される建築サービスに該当するため、当該元請企業が増

値税一般納税者である場合、一般課税方式と簡易課税方式のいずれを適用する

かを選択できるが、2017年 7月 1日から、その選択ができなくなり、一律に

簡易課税方式を適用しなければならない。 

 

留意点として、58号通達において、上述規定の適用範囲が厳しく限定されて

おり、下記の状況は適用対象外となる。 

 

 建物の建築工事以外の建築サービスを提供する場合。例えば道路、橋

梁、トンネル、ダムなどの建造物を対象に提供する建築サービス 

 元請企業が鋼材・コンクリート・構造部材・プレキャスト部材を除くそ

の他の部材のみを調達する場合 
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 元請企業が下請企業に建築工事を発注する場合 

 

2. 前受金に関する納税義務 

 

従来の規定により、納税者が前受金を受け取って建築サービスを提供する場

合、前受金を受け取った当日が増値税納税義務の発生日である。58号通達に

より、当該規定は廃止された。 

 

ただし、上述規定の廃止は、納税者が前受金を受領した際に増値税を納付する

必要がないことを意味するものではない。58号通達により、納税者が前受金

を受領して建築サービスを提供する場合、前受金の受領時に、前受金から支払

った下請代金を控除した残額、及び 2%或いは 3%の徴収率に基づき、増値税

の予納を行わなければならない。 

 

予納税額

* 

一般課税方式：（前受金-支払った下請代金）/（1+11%）*2% 

簡易課税方式：（前受金-支払った下請代金）/（1+3%）*3% 

予納場所 

県（市、区）を跨いだ建築サービスの提供：建築サービスの

発生地 

県（市、区）を跨いでいない建築サービスの提供：機構所在

地 

*予納税額の計算について、58号通達において、予納時に使用する徴収率のみ明確

に規定されている。税額の計算式については、「納税者が県（市、区）を跨って提

供する建築サービスに係る増値税の徴収管理暫定弁法」（国家税務総局公告 2016

年第 17号）の規定を参考にした。 

 

建築サービスについて一般課税方式を適用する納税者にとって、従来の規定 

により、前受金の受領時に 11%の税率に基づき増値税売上税額を計算し納付

しなければならないため、とりわけ着工前に控除できる仕入税額が限られるこ

とで、資金面で圧迫される事態に陥りやすい。58号通達の施行後、納税者は

「前受金の受領時に比較的に低い徴収率に基づき増値税の予納を行う」という

取り扱いの適用を受けられる可能性があるため、資金面でのプレッシャーが緩

和される見込みである。 

 

地域を跨いで建築サービスを提供する企業にとって、58号通達における増値

税予納の関連規定は従来の規定と比べて変化はない。一方、地域を跨いでいな

い建築サービスを提供する企業にとって、58号通達における増値税予納の関

連規定は新規規定であるため、関係企業は政策の調整による申告義務の変化に

留意する必要がある。 

 

留意点としては、58号通達により、前受金の受領日を納税義務の発生日とす

る規定は廃止されたが、前受金を受領して建築サービスを提供する場合の納税

義務の発生時点について言及されていない。納税義務の発生時点の判断に関す

る一般的な規則、及び建築業界における実務の状況を踏まえた上で、上述の状

況における納税義務の発生時点については、下記の規則に基づき判断するよう

規定される可能性があると考えられる。 

 

i) 発生済みの建築サービスについて、不動産の権利者或いは工事元請企

業に出来高を請求する場合、出来高認定請求書に署名した日を納税義

務の発生日とする* 

ii) 納税者が i)よりも早い時点で増値税発票を発行した場合、発票の発行

日を納税義務の発生日とする（「発票主義」） 

 

*通常、出来高の請求に伴い、前受金勘定から完成工事高に振り替える会計処理が

行われる。 
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ii)の場合、建築企業における納税義務は、増値税発票の発行と連動して発生す

る。建築企業が一般課税方式を適用する場合、増値税発票の発行時点で仕入税

額控除に用いられる仕入税額がまだ発生していない可能性がある（例えば、着

工前に）ため、11%の適用税率に基づき増値税売上税額を納付することで、資

金面で圧迫される可能性がある。上述のリスクがある企業は、調達と資金運用

を合理的に計画することで、不利な影響の緩和を図る必要がある。 

 

また、現行の徴収管理規定の中に、「発票発行即徴税」に当てはまらない例外

処理が存在する（即ち、納税者が代金を受領し、増値税発票を発行したが、増

値税課税役務（商品）の販売がまだ実現していない場合、即時に増値税を納付

する必要がない。例えば、自社開発の不動産プロジェクトを販売し、前受金を

受領する場合）。建築企業が前受金を受領し、増値税発票を発行する行為につ

いて上述の例外処理の適用を受けられる場合、資金面で圧迫される問題は解消

される。関係企業は、税務当局による徴収管理政策に上述の例外処理規則が導

入される可能性に留意する必要がある。 

 

金融業界 

 

手形割引・再割引業務 

 

58号通達により、2018年 1月 1日から、金融機関2の手形割引・再割引業務に

ついて、実際に手形を保有する期間に取得する利息収入を貸付サービスの売上

高として増値税を計算し納付しなければならない。金融機関の間で行われる手

形の再割引業務を免税とする現行の規定は同時に廃止される。 

 

経過措置として、手形割引に関する利息収入の全額について、手形割引を提供

する金融機関が 2018年 1月 1日までに増値税を完納している場合、当該手形

の再割引に関する利息収入は、引き続き増値税の免税扱いである。 

 

58 号通達における上述の規定は、手形割引業務に関する増値税上の取り扱い

に大きな影響を及ぼすものである。現行の規定と実務において、金融機関が手

形割引を行う際に、手形割引に関する利息収入の全額について増値税を納付

し、増値税発票を発行するのが一般的であり、その後に行われる再割引業務は

免税扱いとなるため、手形割引を行う金融機関のほうに税負担が偏っている。

58 号通達の施行後、手形割引・再割引の利息収入にかかる増値税は、手形割

引及び再割引を行う金融機関が自身の取得する利息の金額に基づき、各自納付

することになるため、手形業務にかかる税負担の公平性を確保するのに有利で

ある。また、従来の規定により、金融機関は通常、手形割引を行った当日に関

連の利息全額について増値税を納付するため、当該割引手形を譲渡する意欲の

低下を引き起こし、手形資産の流動性の低下に繋がった。58 号通達は、金融

機関が割引手形の再割引を行う意欲を高めるものであり、その施行により手形

資産の流動性を高め、手形市場の安定な発展に寄与することが期待される。 

 

ただし、手形割引・再割引に関する増値税上の取り扱いについて、下記のよう

に、追って明確化が待たれる問題が存在する。 

 

 金融機関の間で行われる手形割引・再割引と類似する業務（例え

ば、ファクタリング、フォーフェイティング等）に、58 号通達によ

る増値税上の取り扱いは適用できるか否か 

 

 金融機関が手形再割引による譲渡益について、「金融商品譲渡」と

して増値税を納付すべきか否か 
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2金融機関は下記の機構を指す：（1）銀行：中国人民銀行、商業銀行、政策性銀行を含む；（2）信用合作社；（3）証券会社、；（4）ファイ

ナンス・リース会社、証券ファンド管理会社、金融会社、信託投資会社、証券投資ファンド；（5）保険会社；（6）中国人民銀行、銀行業監

督管理委員会、証券業監督管理委員会と保険業監督管理委員会（いわゆる「一行三会」）の認可を経て設立され、金融・保険業務に従事する

その他の機構など。 
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 金融機関が手形割引を行う際、客先は通常、会計処理に必要な証憑として、金融機関に手形割引の利息収入全

額を対象とする増値税発票の発行を求めるが、58 号通達において、金融機関は実際に手形を保有する期間に

取得する利息収入を貸付サービスの売上高として増値税を計算し納付するよう規定されている。この問題はど

のように解消すべきか 

 

合算納税 

 

従来の規定によれば、2つ或いは 2つ以上の納税者は、財務部及び国家税務総局の承認を得た上で、1つの納税者とし

て合算納税を行うことができる。58号通達により、合算納税に関する上述の規定は廃止された。これは、増値税納税者

が 7月 1日から上述した合算納税規定の適用を申請できなくなることを意味するものと考えられる。ただし、総機構と

分支機構に適用される合算納税政策が影響を受けないことに留意する必要がある。即ち、権限ある当局の承認を経て、

総機構は所在地の所轄税務機関にて分支機構との合算申告・納税を行うことができる。 

 

農地流動化 

 

58号通達の規定により、納税者が下請、賃貸、交換、譲渡、株式取得などの方式で、払い下げ土地を農業生産を目的と

する農業生産者に流通する場合、増値税を免除する。 

 

増値税改革以前は、「農業土地賃貸に関する徴税問題についての回答」（国税凾[1998]82号）の規定により、農村、農

場が土地の利用権を農業生産を目的とする個人或いは会社に下請け（賃貸し）、受け取った固定額の下請代金（賃貸

料）に対して、営業税を免除できる。58号通達による上述の規定は、営業税関連の優遇政策を増値税改革以降に踏襲す

るものであり、農業の発展を支援する国家の施策方針を反映するものである。 

 

 

デロイトの考察及びアドバイス 

 

58号通達は、建築、金融などの業界における一部の増値税政策について調整と明確化を行い、業界の要望にある程度応

えたものである。関係企業は速やかに新政策をを把握し、影響の評価結果を踏まえた上で、合理的なビジネスアレンジ

を行う必要がある。また、増値税改革試験の実施範囲は 2016年 5月 1日に既に全業種に拡大されているが、政策面で

明確化が待たれる問題が多数存在する現状である。将来において、財政・税務当局からより多くの具体的なガイドライ

ンが公布されることが期待されており、納税者は引き続き法規及び実務の動向に留意する必要がある。 

 

デロイトは引き続き、増値税改革に関する最新動向に注目し、最新の情報とデロイトの考察を適時にシェアさせていた

だきます。 
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